
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事業報告用

2022年度  事業報告書

特 定非営禾| ,/r. Yt*<Y イツ・ナウ

1 事業の成果
2022年 度は、引き続き、人権状況が懸念されるビルマ (ミ ャンマー)、 タイ、中国、香港等をは

じめとするアジア地域の人権状況の調査・ア ドボカシー活動 (女性 と子どもの人権、人権活動家の保

護・表現の自由、ビジネスと人権等の分野)や、ミャンマーにおける軍事クーデタから民主主義政治ヘ

の回復を求める支援を実施 した。ニューヨークの国連総会 。安保理、ジュネーブでの国連人権理事会・

自由権規約委員会等に対するア ドボカシーを続け、女性の権利や紛争・武器 と人権、ICC、 ウクライナ

侵略等、グローバル・キャンペーンを引き続き行った。

日本国内では、他団体とも連携 し、被害実態に即 した刑法の再改正を実現させるため法務省の刑事法

検討会や法制審審議会への働きかけを行つた。また、成人年齢引き下げを踏まえた AV出演強要問題の

解決を求めるア ドボカシーも実施 した。その他、ビジネスと人権に関する人権デューディリジェンスの

義務化立法に向けたロビイングや国際会議出席、イベン ト開催、水産業界に関する韓国 NGOと の共同

事実調査プロジェ ト実施なども行った。このほか、国政選挙時における各党への人権政策アンケー ト、

言論・表現の自由、難民・外国人の権利等の国内の人権課題に取り組み、東 日本大震災被災地の法律相

談を引き続き行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (下記事業費の総費用 【19,272】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 場所

従事
ヨム
徊

人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千

円)

※千円
以下を
四捨五

入

国際 支援 事
業

<人権侵害事実調査 。公表プロジェク

ト>

引き続き、人権状況が懸念されるビル

マ、タイ、中国、香港等をはじめとす

るアジア地域における人権状況に関す

る事実調査 。情報収集と報告書等の公

表、政府機関 。国連等への提言 。ロビ

ー活動等を行った。

近年、特に人権状況が悪化 している中

国に関して、表現・報道・集会の自由

の尊重を求め、平和的抗議運動への弾

圧に抗議する声明や香港における司法

の独立を求める声明を発出した。香港

通年

日本 、 ミャン

マー、中国等

€JJ

, ', =?--
)

50名

ミ ャ ン マ

ー、中国、

カ ン ボ ジ

ア、タイ、

等当該市民

一般

無数 1,325

日時



に関する権利侵害の報告書も公表 し

た。ウイグルにおける監視問題につい

てビジネスと人権の観点から分析 した

報告書の公表・記者会見等を開催し

た。

また、ミャンマーでの 2021午 2月 の軍

事クーデタ後、年々悪化する人権侵害

状況を踏まえ、在 日ミャンマー人団体

等から情報を収集 し、日本政府に対し

て国軍士官等の受入れを止めるよう求

める声明を発出し関連する院内集会で

発言 したり、ミャンマー国内での市民
への弾圧・死刑判決に抗議する声明を

発出し、クーデタからの 1年半を振 り

返るイベントを開催するなどした。

ビジネスと人権の観点からも韓国籍漁

船で働く移民労働者に対する人権侵害

について韓国 NGOと 協力して調査を

実施 した。

国際 支援 事
業

<女性の人権プロジェク ト>

被害実態に即 した刑法改正を実現させ

るために、法務省の動きに対するモニ

タリングやア ドボカシー活動を行っ

た。他団体とも連携を図りながら様々

なイベン トを開催 した。

AV出演強要問題に対する法整備を求

める活動を精力的に展開した。その結

果、2022年 6月 15日 に 「AV出演被

害防止・救済法」 (略称)が成立し、

同月 23日 に施行された。法律の効果的

な実施のために啓発活動を展開した。

NYでは、3月 の国際女性デーに、国連

女性の地位委員会 (CSW67)の テーマに

沿ってオンライン性暴力をテーマとし

たウェビナーを開催 した。

通年 E 6. r.z- *-
a-,

35名

日本、アジ

ア、中東等
の 女 性 一

般。

無数
3,060

国際支 援 事
業

<子 どもの人権プロジェク ト>

学校法人と連携をして差別と共生の問

題について中高生と一緒に考えるイベ

通年 日本等 30名

日本、ミャ
ンマー、イ

ラク等の子

ども

無数 1,422



ン トを実施した。 ミャンマー、イラク

など海外の子どもの権利侵害について

モニタリングを継続 した。

国際 支援 事
業

く海外人権教育プロジェクト>

年度末にミャンマー国境のタイ現地の

避難民を訪れ、事実調査を実施すると

ともに、現地での人権教育プロジェク

トのニーズや実現可能性等について情

報収集、ネットワーク作 りを行った。

ミャンマーやウクライナの深刻な人権

状況について日本国内でオンラインイ

ベン トを開催 し、当事者のゲス トスピ

ーカーに報告して貰うなどして現地の

声を社会に届けてきた。

通年

日本 、 ビル

マ、タイ、カ

ンボジア、中

国等

25名

ビルマ、タ

イ、カンボ

ジア、中国

等市民 。法

律家・学生

直接的

には糸勺

100人。

波及効

果 とし

ては無

数。

2,113

人権 の促 進
保 護 の た め
の調 査・ 研
究提 言・ 普
及事業

<人権政策提言プロジェク ト>

日本の人権状況について、国際基準 。

各種国連勧告に従い改善されるよう政

策提言・ア ドボカシー等を行い、外

交・援助政策において人権が主流化さ

れるよう政策提言を続けた。国政選挙

の際に各党に対して人権政策アンケー

トを実施 し、記者会見を行った。

被災地での法律相談を継続すると共

に、入管法改正案について国際人権基

準の観点から恣意的拘禁などの問題点

を明らかにする共同声明に賛同し、記

者会見なども行った。

ビジネスに関連する人権問題について

は、9月 の日本政府ガイ ドライン策定

を受け、指導原則の趣旨の実現に向け

て更なる取り組みを早急に実施するこ

とを求めるため、人権デューディリジ

ェンスを義務化する立法を求める議員

等へのロビイングやイベン ト開催を行

つた。ウイグル人らに対する大規模監

視および深刻な人権侵害を助長する日

系企業の問題にも取り組み他団体と共

同報告書を公表、記者会見を行った。

人権のための投資家ツールキットを作

通年
日本 30名

日本、アジ

ア諸国、ウ

クライナ等
の市民

無数 7,999



成 し、解説するウェビナーを実施 し

た。タイで行われた国際会議に出席

し、人権デューディリジェンスの義務

化立法に関するア ドボカシーを行 うと

共に、国際的なネットワークを強化し

た。ウクライナ侵略に関して、日本政

府・企業に対しても責任ある行動を求

める国際キャンペーン (B4Ukraine)に

参加 し、イベン トを開催するなどし

た。また、事実調査の観点からは、建

設業関連会社に対するアンケー ト調査

を実施 し、報告会を実施した。また、

韓国 NGOと 共同で韓国籍漁船における

移民労働者の人権侵害問題及び同漁船

で採られた水産物を日本企業が輸入 し

ているという問題について事実調査を

実施 している。 ミャンマーの Yコ ンプ

レックス開発等の日本企業が関与した

問題について来日した特別報告者に情

報提供するなどのア ドボカシー活動を

行った。昨年度好評を得た 1か月間集

中型の連続講座 「ビジネスと人権アカ

デミー」を開催 した。

人権 の促 進
保 護 の た め
の調 査 。研
究提 言・ 普
及事業

<国連 。国際人権基準の調査・ア ドボ

カシープロジェク ト>

ジュネーブの国連人権理事会の会合等
に参加 して、アジア地域等の人権課題
に関する討議に参加 し、情報提供 。政
策提言・ア ドボカシー活動を展開し
た。特に 11月 の自由権規約委員会に
よる日本政府報告書審査手続について
は事務局長が参加 し、日本国内の様々
な問題について現地でア ドボカシー活
動を展開した。
ニューヨークでは他団体と連携 し、国
連総会、安保理等で、人道的軍縮の課
題や人道危機状況への対応等、グロー
バル課題に対 し、ア ドボカシー活動を
推進 した。第 1回核兵器禁止条約締約
国会議に参加 し、その報告イベントを
開催 した。

通年

東京、ニュー

ヨーク、ジュ

ネーブ等

20名
日本の市民

一般
無数 1,988

人権 の促 進
保 護 の た め
の調 査 。研
究提 言・ 普
及事業

<国内情報提供プロジェクト>

アジア地域、日本、そして世界の人権

侵害の状況と当団体の政策提言につい

通年
果 只 、 ン ユ ↑

―ブ等

600
名

日本の市民
一般

無数



てウェブサイ ト、メディア、ニュース

レター等により情報提供を行った。ま

た、シンポジウム、 トークイベン ト、

報告会等の開催、出版などを通じた啓

発活動を行った。世界人権デーイベン

トではウクライナ避難民の問題を扱っ

た。オンラインイベン トなどの開催を

通 じ、様々なレベルで人権にかかわる

普及啓発を行い、国際人権基準の普及

に努めた。さらに、中高生向け人権教

育の事業やユースフェスティバルの実

施、世界子どもの日映像スピーチコン

テス トおよびチャリティーウォークの

開催、SDGsな ども題材とした人権英

会話教室、中高生のための人権教育教

材の普及促進等を通じ、次世代への人

権普及啓発活動を強化した。

1,361

本年度も前年度に引き続き、コロナ禍によリオフラインイベントの実施がほぼなく、書籍・グッズ販売

などその他事業は実施 していない。
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令和 4年度   計算書類の注記
位底 !麟岨 1五勤止△上ュ
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重要な会針方針
計算書類の作成は、NPO会計基準によっています

棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産 (貯 蔵品)の評価方法は、個別法によつています。

固定資産の滅価償却の方法
無形固定資産 定額法を採用しております。

消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税込経理方式によっています。

(1)

(2)

(3)

事業別損益の状況

科 目 子どもの人権 女性の人権
人 権 長 冒

事 実 調 査

海外人権
教育

人権政策
諄言

国連・国際
人権基準調査

国内情報
絆優

事業部門計 管理部門 合計

1 経常収益

:    1貴 霞拿語金
:|   1曇 緊般螢

金等
5    1そ の他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)  1人 件費

給料手当
法定福利費
福利厚生費
人件費計

|そ の他経費
期首貯蔵品棚卸高
期末貯蔵品棚卸高
業務委託費
公演・イベント費用
旅費交通費
通信費
賃借料
消耗品費
租税公課
地代家賃
広告宣伝費
支払手数料
諸会費
新聞図書費
会議費

(2)

ソフトウェア償却
その他経費計

経常費用計
当期経常増減額

1,888,479 4,900,223
11,796.597

728.031 2,300,409
393,708
75910

761.244
75910

393,708
75910

262.472
50606

2,598.548

15,344

62.514
26,180
20,364

26.180
15,344

38,580
3,000

97,668
27.432
93,771

39,270

48,912
63,785

2,302,538
73.020

372.486

28.122

14,050

8,472

27,432

19,322

6.648
18.288
62.514

2,525
67.320
12.381

‐492,728
2.379,243

21,461

572,220
148,880

627,985
261,800
169.350
26.250

447.482
30.000

680
5,396

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正 味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は29,168,262円 ですが、そのうち756.118円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は28,412.144円 です。

雇 災 ヒル マ 基 金

合 計

4   固定資産の増減内訳

無lI夕 固定資産
ソフトウェア

合計

5   借入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

7   その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
事業費と管理費の按分方法

事業費と管理費の按分は、事業に係る作業を見積もつて按分しております。

合 計

(清 動 計 算 吾 ,

活動計算書計
(貸 借対照表 )

貸借対照表計





書式第 18号 (法第 28条関係 )

事業報告用

2022年度年間役員名簿 (前 事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並び
にこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 ヒューマンライツ・ナウ

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。 )

西以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)

団各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役名
(どちらかに○)

(フ リガナ)

報酬の有無
(ど ちらかに○)

役職名等
氏名

1
監事

ニイクラオサム
理事長

新倉 修

2
監事理事

il-rLr:=
有

副理事長

後藤 弘子

上柳 敏郎

監事
イ トウカズコ

副理事長
伊藤 和子

４

■

監事
スギモ トアキラ

杉本 朗

監事
イ トウマコト

伊藤 真

４
０

監事理事
ドイカナエ

有

土井 香苗

7 監事

クープステファ
ニールイーズ

COOP
STEPHANIE
LOUISE

有
①

′
~́｀

ヽ

有
(、空リ
ノ′~｀ヽ

ァ年/.征 ヽ口
てン



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事業報告用

8
監事

7= Ft=

阿古 智子

有

9
監事理 事

ミウラマリ

三浦 まり

有

10 監事理 事

ユキタジュリ

雪田 樹理

有

11
監事理 事

ノマケイ

野間 啓

12
監事理 事

イシダマミ

石田 真美

13 監事理 事
フジモ トコウジ

藤本 晃嗣

有

14
監事理 事

コンノタカコ

紺野 貴子

15
監事理 事

シ ン ヘボン

申 恵キ

16
理事

イケダ ミツ

池田 充

有

⌒有
(〔J

′
´~｀

ヽ

右 ん 征 ヽ口
てソ

⌒

■9
⌒

有
(、査リ



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条 関係 )

設立 D事業報告用

社 員 名 簿 (社 員の うち 10人 以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人__上ュ :■:=五璽聖_1土:2___

氏    名

新倉 修

2 後藤 弘子

3

伊藤 和子

4

杉本 朗

5

伊藤 真

6

土井 香苗

フ

C00P STEPHANIE  LOUISE

8

阿古 智子

9

三浦 まり

10

雪田 樹理

11

野間 啓



12

石田 真美


